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（
前
文
略
）

　

部
落
問
題
研
究
所
は
、
創

立
60
周
年
記
念
事
業
と
し
て

「
部
落
問
題
解
決
過
程
の
研

究
」
に
取
組
ん
で
き
た
が
、

そ
の
中
で
戦
後
高
度
経
済
成

長
の
過
程
を
通
し
て
部
落
問

題
解
決
は
大
き
く
前
進
し
、

そ
れ
は
不
可
逆
な
歩
み
で
あ

る
こ
と
を
確
認
し
て
き
た
。

　

こ
れ
ら
を
ふ
ま
え
て
み
て

も
、
総
務
省
の
指
摘
は
首
肯

で
き
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
客
観
的
な
事

実
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
自
民
党
な
ど
は
、
新
た

に
「
部
落
差
別
解
消
推
進

法
」
を
制
定
し
、「
部
落
差

別
の
実
態
」
調
査
を
行
な
う

と
い
う
。
そ
も
そ
も
今
か
ら

20
年
余
り
前
の
全
国
調
査

（
総
務
庁
「
平
成
５
年
度
同

和

地

区

実

態

把

握

等

調

査
」）
に
よ
っ
て
み
て
も
同

和
地
区
住
民
の
う
ち
58
・
７

％
が
同
和
関
係
以
外
人
口
、

つ
ま
り
「
部
落
」
以
外
の
住

民
な
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う

な
状
態
で
「
部
落
差
別
の
実

態
」
の
調
査
が
果
た
し
て
可

能
で
あ
ろ
う
か
。
新
た
に
法

律
に
よ
り
「
部
落
差
別
の
実

態
」
調
査
を
実
施
す
る
と
い

う
こ
と
は
、「
部
落
」

と

「
部
落
」
外
と
の
壁
が
ほ
と

ん
ど
な
く
な
っ
た
状
態
に
な

っ
て
い
る
の
に
、
新
た
に
壁

を
築
く
こ
と
で
あ
り
、
２
０

０
２
年
３
月
に
「
特
別
法
」

失
効
と
と
も
に
消
滅
し
た

「
同
和
地
区
」（
部
落
）
を

法
制
上
復
活
さ
せ
る
と
い
う

こ
と
で
あ
っ
て
、
し
か
も
同

法
案
が
時
限
法
で
な
い
こ
と

か
ら
す
れ
ば
、
半
永
久
的
に

そ
れ
を
存
続
さ
せ
る
と
い
う

企
て
に
他
な
ら
な
い
。

　

以
上
述
べ
た
よ
う
に
、
部

落
問
題
解
決
過
程
の
到
達
点

に
照
ら
し
て
み
て
も
、
総
務

省
自
身
の
指
摘
に
よ
っ
て

も
、「
部
落
差
別
解
消
推
進

法
」
を
必
要
と
す
る
立
法
事

実
は
存
在
せ
ず
、
そ
の
必
要

は
認
め
ら
れ
な
い
と
い
う
に

と
ど
ま
ら
ず
、
部
落
問
題
の

最
終
的
解
決
に
逆
行
す
る
立

法
を
看
過
す
る
こ
と
は
出
来

な
い
。

　

以
上
に
よ
り
、
部
落
差
別

解
消
推
進
法
制
定
に
反
対
す

る
も
の
で
あ
る
。

「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法

律
案
」
制
定
に
反
対
す
る
決
議（
一
部
）

２
０
１
６
年
５
月
29
日　

公
益
社
団
法
人
・

部
落
問
題
研
究
所 
２
０
１
６
年
度
定
時
総
会

１　

（
略
）
本
法
律
案
は
、

部
落
問
題
の
解
決
の
障
壁
と

な
る
も
の
で
あ
り
、
基
本
的

人
権
を
ま
も
り
民
主
主
義
を

つ
よ
め
る
こ
と
を
目
指
す
法

律
家
団
体
で
あ
る
自
由
法
曹

団
は
、
こ
の
法
律
案
に
断
固

反
対
す
る
。

２　

部
落
差
別
問
題
に
つ
い

て
は
、
１
９
８
２
年
、
同
和

対
策
特
別
措
置
法
が
廃
止
さ

れ
、
そ
の
後
を
継
ぐ
地
域
改

善
対
策
特
別
措
置
法
も
廃
止

さ
れ
、
２
０
０
２
年
に
同
和

対
策
事
業
は
終
結
し
た
。

　

こ
れ
は
、
部
落
差
別
の
特

徴
的
な
形
態
で
あ
る
劣
悪
な

住
環
境
等
が
、
各
種
の
同
和

事
業
の
遂
行
に
よ
っ
て
改
善

傾
向
に
あ
り
、
ま
た
、
職
業

の
自
由
、

居
住
移
転
の
自

由
、
結
婚
の
自
由
の
侵
害
と

い
う
事
態
も
大
き
く
減
少
す

る
な
ど
、
身
分
的
障
壁
を
取

り
除
き
、
社
会
的
な
交
流
が

拡
大
す
る
方
向
へ
と
進
み
、

部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律

案
に
断
固
反
対
す
る
声
明（
一
部
）

２
０
１
６
年
５
月
24
日　
　
　
　

自
由
法
曹
団
・
団
長　

荒
井
新
二

部
落
解
放
の
客
観
的
条
件
が

大
き
く
成
熟
し
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
あ
る
。
そ
う
だ
と

す
れ
ば
、
着
実
に
解
決
に
向

か
っ
て
い
る
現
状
に
お
い
て

は
、
本
法
律
案
に
は
立
法
事

実
が
な
く
、
時
代
錯
誤
で
あ

る
と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。

の
み
な
ら
ず
、
む
し
ろ
部
落

問
題
に
よ
る
差
別
、
偏
見
を

固
定
化
、
永
続
化
し
、
部
落

問
題
の
解
決
の
た
め
の
大
き

な
障
壁
に
な
り
有
害
で
あ

る
。

　

ま
た
、
本
法
律
案
は
、
え

せ
同
和
団
体
の
利
権
あ
さ
り

の
手
が
か
り
と
な
り
う
る
も

の
で
あ
り
、
過
度
の
糾
弾
に

よ
る
人
権
侵
害
や
不
公
正
な

行
政
が
行
わ
れ
た
負
の
歴
史

を
ふ
ま
え
て
い
な
い
も
の
と

言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。

３　

（
略
）
本
法
律
案
は
、

「
情
報
化
の
進
展
に
伴
っ
て

部
落
差
別
に
関
す
る
状
況
の

変
化
が
生
じ
て
い
る
こ
と
」

が
立
法
理
由
と
し
て
説
明
さ

れ
て
い
る
が
、
ネ
ッ
ト
へ
の

差
別
的
書
き
込
み
な
ど
は
プ

ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
（
特

定
電
気
通
信
役
務
提
供
者
の

損
害
賠
償
責
任
の
制
限
及
び

発
信
者
情
報
の
開
示
に
関
す

る
法
律
）
に
基
づ
き
、
プ
ロ

バ
イ
ダ
に
対
し
て
削
除
請
求

す
る
な
ど
、
既
存
の
法
律
で

対
応
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ

る
。

４　

（
略
）
本
法
律
案
に
断

固
と
し
て
反
対
す
る
。

部
落
問
題
研
究
所
、
自
由
法
曹
団
が
「
部
落
差
別
解
消
法
案
」
で
声
明
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